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苦情の処理に当たっては、一定のルールに沿った方法で解決を進めることにより、円滑・円満
な解決の促進や信頼性、適正性の確保を図ることが必要である。
関係機関においては、申出のあった苦情について、誠実に受け止め、適切かつ迅速に処理し、
必要に応じ、職務の執行の改善に反映するとともに、可能な限り処理結果について申立人に対す
る説明責任を果たすことが望ましい。関係機関において、苦情処理制度が設けられている場合に
は、その制度やその利用によって不利益を被らないことを分かりやすく周知するとともに、その
制度に則して処理を行うことが必要である。

12 教育啓発
法第24条において、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深
めるための教育及び啓発に努めるものとすることとされている。
配偶者からの暴力の防止の観点からは、男女の人権を尊重し、個人の尊厳を傷つける暴力は許
さないという意識を社会全体で共有していくことが必要である。啓発は国民各界各層を対象に行
うことが必要であり、被害者が受けた暴力の実態や、配偶者に対して暴力を振るうことは犯罪と
なる行為をも含む重大な人権侵害であることへの認識が、性別を問わず国民に共有されるように
取り組んでいくことが必要である。また、啓発に当たっては、配偶者からの暴力には、身体に対
する暴力のみならずいわゆる精神的暴力及び性的暴力も含まれることに留意することが必要であ
る。
\ 啓発の実施方法と留意事項
啓発の実施に際しては、関係機関が連携協力して取り組むことが効果的だと考えられる。
啓発の方法については、ポスター・パンフレットの作成・配布のほかにも、シンポジウムの
開催や、地域における各種団体の研修会や講座等の機会を活用するなど様々な方法が考えられ
る。また、市町村では、その広報紙への掲載や自治会等の協力を得たパンフレットの回覧等、
住民に身近な場所で、地域に密着した形の啓発を進めるとともに、都道府県ではシンポジウム
の開催やテレビ等の活用等より広域的な方法での啓発にも取り組むことが考えられる。さらに、
配偶者に対する暴力には、具体的にどのような行為があるのか、また、配偶者に対して暴力を
振るうことは、犯罪となる行為も含む重大な人権侵害であることについて、自らの身近な問題
として考えてもらうきっかけとなるよう、啓発の内容を工夫することが必要である。
こうした啓発を通じて、地域住民に対して、配偶者からの暴力に関する的確な理解と防止に
関する協力が得られるよう努めることが必要である。
被害者の支援のための仕組み等についても啓発を行うことが必要であるが、その場合、一時
保護を行う施設の所在地等については、加害者に知られないよう工夫するなど、被害者の安全
を十分考慮し、被害者の立場に立った啓発を行うことが必要である。また、外国人や障害者等
である被害者に対しても、適切な情報が提供されるよう留意することが必要である。
国においては、上記の事項に十分配慮して、毎年11月12日から２週間にわたって実施してい
る「女性に対する暴力をなくす運動」を中心として、ポスター・パンフレットの作成・配布、
テレビ等を通じた積極的な広報啓発に努めるとともに、こうした広報啓発に対する認知度の把
握に努める。また、「女性の人権を守ろう」を人権啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、
講演会の開催、啓発教材の配布等、積極的な広報啓発に努める。

] 若年層への教育啓発
配偶者からの暴力の防止に資するよう、学校・家庭・地域において、人権尊重の意識を高め
る教育啓発や男女平等の理念に基づく教育等を促進することが必要である。特に、配偶者から
の暴力の防止には、若年層に対し、配偶者や交際相手からの暴力の問題について考える機会を
積極的に提供することが有用であることから、関係機関との連携や民間団体の協力などにより、
若年層を対象とした啓発活動を行うことが望ましい。
また、学校において、暴力を伴わない人間関係を構築する観点から、人権教育の中で、この
問題を取り上げることも考えられる。なお、高等学校や大学等への専門的な知識や経験を有す
る有識者等の派遣により教育啓発を実施している地方公共団体等の事例もあることから、この
事例のような方法による教育啓発の実施も考えられる。

国においては、引き続き、地方公共団体等における好事例の収集及び情報提供に努めるとと
もに、若年層を対象とした啓発活動の重要性について、若年層と日常的に接することが多い教
育関係者等に対する理解を促進するための周知等に努める。

13 調査研究の推進等
法第25条において、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資す
るため、加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関
する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとするこ
ととされている。
なお、調査研究に当たり、被害者と接する必要がある場合には、被害者の心身の状況、その置
かれている環境等に十分配慮することが必要である。
\ 調査研究の推進
ア 加害者の更生のための指導
配偶者からの暴力の加害者を対象としたその更生のための施策は、配偶者からの暴力の防
止に向けて考えられる重要な施策の一つである。保護命令が発令されている場合などにおい
て加害者に対して指導警告を行う際には、加害行為をしていることの自覚を促すなど、沈静
化を図る観点からの対応にも配慮する必要がある。
加害者の更生のための指導としてどのようなものが有効であるかについては未解明な部分
が多く、場合によっては、加害者が更生のための指導を受けているという事実をもって、被
害者やその関係者に事実に反し加害者が更生したとの錯覚を与えるおそれがある。また、更
生のための指導を受けたことで保護命令の対象となる暴力の範囲を学習し、それに当たらな
い言葉による脅し等を行うようになるおそれもある。
調査研究に当たっては、配偶者からの暴力は本来犯罪として扱われるべき事案を含む重大
な問題であるということを考慮した上で、いかに被害者の安全を高めるか、また、いかに新
たな被害者を生み出さないようにするかをその目的とするよう留意することが必要である。
国においては、これまで、諸外国の実態や国内で実施した試行の結果を踏まえ、加害者の
更生のためのプログラムの可能性と限界について調査研究を行った。
また、加害者の更生のための指導方法を見極めること等を目的として、配偶者からの暴力
等が刑事事件となった事案を取り上げ、その実態や要因等の調査分析等を実施する研究を行
い、さらに、保護命令に違反した者に焦点を当て、その違反に至った経緯・動機等の調査分
析等を実施する研究を行った。
国においては、上記の事項に十分配慮して、これまでの検討結果や他の犯罪加害者を対象
とする処遇プログラムの動向等を踏まえ、今後も引き続き、配偶者からの暴力に関する加害
者に対する指導等の実施に向けた調査研究の推進に努める。また、受刑者等や保護観察に付
された者に対しては、暴力事犯者に対するプログラムについて検討又は実施を進めていると
ころであり、加害者の問題性に応じて、配偶者からの暴力の特性等に配慮した処遇の実施に
努める。
イ 被害者の心身の健康の回復
被害者の心身の健康を回復させるための方法等について、調査研究の推進に努めることが
必要である。
国においては、厚生労働科学研究費補助金による研究事業として、配偶者からの暴力の被
害母子に対する早期介入の方法論や健康回復のためのケア技法の確立、就労・子育て支援等
の生活再建に向けた総合的支援の基礎となる基礎的データを提供する「家庭内暴力被害者の
自立とその支援に関する研究」を実施するなど、従来から各種の調査研究を推進していると
ころである。
国においては、配偶者からの暴力の被害の実態把握や、被害者及び同伴する子どもの自立
支援に寄与するため、引き続き調査研究の推進に努める。™
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